
随意契約結果及び契約の内容

契 約 業 者 の 住 所 東京都文京区

契 約 業 者 名
（公社）日本測量協会
法人番号　1010005004291

契 約 年 月 日 令和 5年 8月 7日

業 種 区 分 基準点測量

業 務 場 所

履 行 期 間 （ 自 ） 令和 5年 8月 7日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和 6年 2月 2日

備 考

契 約 金 額 17,990,500円（税込み）

業 務 の 名 称 ＧＮＳＳ標高測量マニュアルの検討支援業務（インフラＤＸ基盤）

業 務 概 要
本業務は、公共測量での使用を想定している、精密重力ジオイドとＧＮＳＳ測

量から標高を得るＧＮＳＳ標高測量マニュアルの作成のために必要なデータ

取得及び分析を行い、その検討を支援するものである。

契約担当官等の氏名並びに
そ の 所 属 す る 部 局 の 名 称

及 び 所 在 地

支出負担行為担当官国土地理院長　大　木　章　一

茨城県つくば市北郷１番

予 定 価 格 18,018,000円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

本業務は、公共測量での使用を想定している、精密重力ジオイドとＧＮＳＳ測量から

標高を得るＧＮＳＳ標高測量マニュアルの作成のために必要なデータ取得及び分析

を行い、その検討を支援するものである。

本業務を遂行するためには、測量に関し、高度で専門的な知識・技術が要求されるこ

とから、公正性・透明性及び客観性が確保される簡易公募型プロポーザル方式に準

じた方式により公示を行い、技術提案書の提出を招請した。

提出された技術提案書について、本業務の技術提案書を特定するための基準に基

づき評価を行ったところ、上記業者は資格、実績、実施方針並びに評価テーマの総

合的評価において、本業務を遂行するのに相応しい業者であると判断した。

よって、上記の契約の相手方と会計法第29条の３第４項、予算決算及び会計令第10

2条の４第３号の規定により、随意契約を行うものである。


